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主        文 

     １ 本件控訴を棄却する。 

 ２ 控訴費用は控訴人の負担とする。 

事 実 及 び 理 由           

第１ 控訴の趣旨 

 １ 原判決を取り消す。 

 ２ 厚生労働大臣が平成２８年２月５日付けで控訴人に対してした，控訴人の横

浜医療専門学校に係るあん摩マッサージ指圧師，はり師及びきゅう師の養成施

設の認定の申請については，あん摩マツサージ指圧師，はり師，きゆう師等に

関する法律附則１９条１項により認定をしない旨の処分を取り消す。 

第２ 事案の概要（略語は，特に記載するものを除き原判決による。） 

 １ 本件は，学校法人である控訴人が，控訴人の運営する横浜医療専門学校につ

いて，あん摩マツサージ指圧師，はり師，きゆう師等に関する法律（あはき師

法）２条２項に基づき，視覚障害者以外の者を対象とするあん摩マッサージ指

圧師養成施設の認定を求める本件申請をしたところ，厚生労働大臣が，視覚障

害者であるあん摩マッサージ指圧師の生計の維持が著しく困難とならないよ

うにするため必要があるとして，同法附則１９条１項に基づき，上記認定をし

ない旨の本件処分をしたため，控訴人において，同項が憲法２２条１項（職業

選択の自由），３１条（適正手続の保障）等に違反して無効であるなどとして，

同処分の取消しを求めた事案である。 

 ２ 原審は，あはき師法附則１９条１項は，視覚障害者以外の者を対象とするあ

ん摩マッサージ指圧師の養成施設等を設置しようとする者及びあん摩マッサ

ージ指圧師の資格を取得しようとする視覚障害者以外の者の職業選択の自由

を制約するものとして憲法２２条１項に違反するということはできない，同条

同項の規定が，処分要件等の曖昧不明確さゆえに憲法３１条，１３条に違反す

るということはできない，厚生労働大臣が本件処分をしたことが，憲法１４条
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１項に違反する不合理な差別に当たるということはできない等と判断して，控

訴人の請求を棄却したため，これを不服とする控訴人が控訴をした。 

 ３ あはき師法の定め，前提事実，争点及び当事者の主張の要旨は，原判決の「事

実及び理由」欄の「第２ 事案の概要」の１から３まで（原判決２頁１７行目

から２０頁１２行目まで）に記載のとおりであるから，これを引用する。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 当裁判所も，控訴人の請求は理由がないと判断する。その理由は，次の２の

とおり原判決を補正するほかは，原判決の「事実及び理由」欄の「第３ 当裁

判所の判断」の１から４まで（原判決２０頁１４行目から４７頁１８行目まで）

に記載のとおりであるから，これを引用する。 

２ 原判決の補正 

⑴ 原判決２１頁５行目の「養成学校等」を「学校又は養成施設（以下「養成

施設等」という。）」と改め，１７・１８行目の「附帯決議」の後に「（乙

２４）」を加える。 

⑵ 原判決２２頁２行目の「昭和２２年に制定されたあはき師法」を「昭和２

２年法律第２１２号として成立した「あん摩，はり，きゆう，柔道整復師等

営業法（昭和２６年改正前のあはき師法）」と，１３行目の「届出業者」を

「既存届出業者」と，それぞれ改め，２５行目の末尾の後に「（乙２４，２

５）」を加える。 

⑶ 原判決２４頁７行目の「口述人」を「公述人」と改める。 

⑷ 原判決２５頁４行目の「措置等について，」の後に「少なくとも」を加え

る。 

⑸ 原判決２８頁６行目の「されたのは，」の後に，「あはき師法１３条に基

づき，」を加え，１４行目の「別紙」を「原判決別紙」と改め（以下，同様

である。），１６行目の「（乙３１）」を削り，２０・２１行目の「昭和３

９年が２４万０８２０人」を「昭和４０年が２５万２７３６人」と改める。 
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  ⑹ 原判決３０頁１２行目の「このうち，」の後に「視覚障害者以外の者の年

間収入の最大値は３０００万円，中央値は４００万円，最頻値は５００万円

であり，年間収入が３００万円以下の割合は４１．１％であるのに対し，」

を加え，１４行目の「７６．３％」を「７６．４％」と改める。 

  ⑺ 原判決３１頁５行目の「９８．６％」を「受験者数１２１８名，合格者数

１２０１名（合格率９８．６％）」と，「９７．０％」を「受験者数１１２

９名，合格者数１０９５名（合格率９７．０％）」と，それぞれ改める。 

  ⑻ 原判決３２頁２４行目の「きゅう師」を「きゆう師」と改める。 

  ⑼ 原判決３３頁２０行目及び２３行目の「都道府県宛て」を「各都道府県知

事宛て」と，２２行目の「都道府県宛て」を「各都道府県衛生部長宛て」と，

それぞれ改める。 

  ⑽ 原判決３４頁２行目及び９行目並びに１７行目の「都道府県宛て」を「各

都道府県・保健所を設置する市・特別区衛生担当部（局）長宛て」と，１１

行目の「消費者庁」を「消費者庁消費者安全課長等」と，１３・１４行目の

「東洋療法研修試験財団宛て」を「東洋療法研修試験財団理事長宛て」と，

１５行目の「消費者庁宛て」を「消費者庁消費者教育・地方協力課長宛て」

と，２０行目の「都道府県宛て」を「各都道府県知事宛て」と，それぞれ改

める。 

⑾ 原判決３９頁１０行目の末尾の後に改行の上，次のとおり加える。 

「オ そこで，上記の審査基準に照らし，あはき師法附則１９条１項が，本件

処分時において憲法２２条１項に違反するか否かにつき，同条項の立法の

目的の正当性並びに同条項による規制の必要性及び合理性について以下

検討する。」 

⑿ 原判決４２頁１行目の末尾の後に改行の上，次のとおり加える。 

「  控訴人は，当審において，あはき師法附則１９条１項につき，その規

定内容が具体性を欠き，国の裁量に対する規制機能を有していないた
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め，同条による職業選択の自由に対する制限は，事実上の禁止を意味し

ているところ，制定から５５年が経過していることからすれば，現在に

おいても立法事実が存在し，その必要性，合理性が認められるかについ

て，被控訴人において，主張，立証することができなければ，職業選択

の自由を事実上禁止する本条項の正当性は喪失したものと考えるのが

相当であり，立法府に裁量を委ねる根拠を欠くというべきである旨主張

する。 

   しかし，あはき師法附則１９条１項は，上記に説示したとおり，視覚

障害者であるあん摩マッサージ指圧師の職域を優先し，その生計の維持

が著しく困難とならないようにすることで，視覚障害者を社会政策上保

護することを目的とするところ，上記の認定事実及び後掲の証拠並びに

弁論の全趣旨を併せれば，以下の事実が認められる。 

     ａ 視覚障害者の総数は，原判決別紙１のとおり，昭和３５年が２０万

２０００人，昭和４０年が２３万４０００人，昭和４５年が２５万人，

昭和５５年が３３万６０００人，昭和６２年が３０万７０００人，平

成３年が３５万３０００人，平成８年が３０万５０００人，平成１３

年が３０万１０００人，平成１８年が３１万人であったところ，その

後も，平成２５年度が３１万６０００人，平成３０年度は３１万２０

００人と推移しており，あはき師法附則１９条１項が制定された後に

増加し，近年は約３１万人台で推移している（弁論の全趣旨）。 

     ｂ 平成１８年度から平成２６年度までのハローワークにおける重度

の視覚障害者に対する職業紹介の全体件数の中で，あん摩マッサージ

指圧師・はり師・きゅう師の免許を基礎とした職業が占める割合は，

７０．８％から７５．０％の間で推移しているところ，平成２８年１

月２５日に開催された医道審議会あん摩マッサージ指圧師，はり師，

きゅう師及び柔道整復師分科会（以下「平成２８年分科会」という。）
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では，独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構障害者職業総合

センターの特別研究員（参考人）から，あはき免許を基礎とする職業

は，特に重度の視覚障害者が従事できる職業として，たいへん貴重な

職業である旨の説明があった（乙４５）。 

     ｃ あん摩マッサージ指圧師国家試験の受験状況は，視覚障害のある新

卒者については，平成１８年が受験者数６１５名，合格者数５２１名

（合格率８４．７％）であり，平成２８年が受験者数３５５名，合格

者名２８８名（合格率８１．１％）であったところ，平成２７年９月

７日に開催された医道審議会あん摩マッサージ指圧師，はり師，きゅ

う師及び柔道整復師分科会では，文部科学省から，厚生労働省の衛生

行政報告例では，現在における視覚障害者の受検者及び合格者は，明

らかに減少傾向をたどっているとされている旨の説明があった（乙４

４）。 

     ｄ 平成２５年における視覚障害のあるあん摩マッサージ指圧師・はり

師・きゅう師の年間収入（税込ベース）の中央値は，視覚障害者以外

の者については４００万円であり，視覚障害者については１８０万円

であった。また，年間収入３００万円以下の割合は，視覚障害者以外

の者については４１．１％であったのに対し，視覚障害者については

７６．３％であったところ，平成２８年分科会では，上記ｂの参考人

から，平成２５年に社会福祉法人視覚障害者支援総合センターと筑波

技術大学が行った調査結果によると，視覚障害者が施術院などで働く

場合の年収の平均値は２９０万円であるが，最頻値は２００万円であ

り，視覚障害者の場合，収入の満足度は，「全く満足していない」と

「あまり満足していない」が７割以上であるが，仕事へのやりがい感

は，「大いに感じている」と「まあ感じている」が８割を超えている

との説明がされた（乙４５）。 
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     ｅ 隣接業種である，はり師及びきゅう師の養成施設等は，平成１０年

度では，施設数１４か所であり１学年の定員が８７５人であったのが，

平成２７年度には，施設数９３か所であり１学年の定員が５６６５人

に増加し，柔道整復師の養成施設等は，平成１０年度では，施設数１

４か所，１学年の定員が１０５０人であったのが，平成２７年には，

施設数１０９か所であり，１学年の定員が８７９７人に増加した（乙

４０）。 

     以上によれば，本件処分がされた平成２８年２月時点で，あはき師法

附則１９条１項が制定されてから約５０年が経過しているとしても，特

に重度の視覚障害者を中心に，あはき業に対する依存度は依然として高

いというべきであるし，視覚障害者であるあん摩マッサージ指圧師の生

計の維持が著しく困難な状況は，本件処分時においても継続していたと

いうべきである。そうすると，あはき師法附則１９条１項の視覚障害者

であるあん摩マッサージ指圧師の職域を優先し，その生計の維持が著し

く困難とならないようにすることで，視覚障害者を社会政策上保護する

という立法の目的は，現在においても，依然として正当性を有している

というべきである。 

      なお，控訴人は，あはき師法附則１９条１項が規定する「当分の間」

について，国が何の対策もせず，又はなんらかの対策をとったとしても

その効果はなく，視覚障害者の生計の維持が著しく困難となることが続

くような場合には，社会通念上，一定の期間が経過すれば，「当分の間」

はすでに経過したとみなし，あはき師法附則１９条１項は憲法に適合し

なくなると考えるべきであるなどと主張するが，上記で説示したとおり，

あはき師法附則１９条１項が規定する「当分の間」とは，視覚障害者に

関し，あん摩マッサージ指圧師以外の適職が見いだされるか，又は視覚

障害者に対する所得補償等の福祉政策が十分に行われるか，いずれにし
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ても視覚障害者がその生計の維持をあん摩関係業務に依存する必要が

なくなるまでの間と解するべきであり，現在においても視覚障害者がそ

の生計の維持をあん摩関係業務に高度に依存している状況にあること

からすれば，「当分の間」が経過したなどとみなすことができないこと

は明らかである。」 

⒀ 原判決４４頁１０行目の「認められる」の後に「（なお，控訴人は，総務

省・経済産業省の平成２８年経済センサス－活動調査（甲７４）に，リラク

ゼーション業（手技を用いるもの）の事業所数が１７６５，事業収入が３２

４億４３００万円，他に分類されない洗濯・理容・美容・浴場業の事業者数

が５８２３，事業収入が１８０３億４６００万円等と記載されていることか

ら，無資格者がマッサージの需要や供給源となっており，このことによって

有資格者の職域が侵食されているなどとも主張し，証拠（甲１４，１７の１）

には同旨の記載があるが，これらの証拠によっても，控訴人が主張する事実

とあはき師法附則１９条１項の存在の関連性の有無や程度が実証されてい

ないことは上記に説示したとおりである。）」を加える。 

⒁ 原判決４５頁１０行目の末尾の後に改行の上，次のとおり加える。 

 「 なお，控訴人は，当審において，あはき師法附則１９条１項は，立法時

において視覚障害者以外の者のあん摩マッサージ指圧師の数を抑制する

ことを手段としたところ，その後，視覚障害者数は減少し，あはき関係業

務就業者数も減少しているから，あはき師法附則１９条１項には合理性が

認められないとも主張する。 

   しかし，あはき師法附則１９条１項の立法時において，視覚障害者数や

あはき関係業務就業者数についての将来予測が特に考慮されたと認める

に足りる証拠はない。また，視覚障害者の総数は，あはき師法附則１９条

１項が制定された後に増加し，最近２０年間では３０万人から３１万人台

で推移しているのであって，そもそも視覚障害者の総数が減少していると
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いうことにはならないし，上記に説示したとおり，視覚障害者以外のあん

摩マッサージ指圧師の数が増加し，年収も増え，養成施設等の受験者数も

大きく増加している背景事情の下では，視覚障害者であるあん摩マッサー

ジ指圧師の生計の維持が著しく困難とならないようにするための規制の

必要性を判断するために勘案すべき事情として，「あん摩マッサージ指圧

師の総数のうち視覚障害者以外の者が占める割合」や「あん摩マッサージ

指圧師にかかる養成施設等の生徒の総数のうちに視覚障害者以外の者が

占める割合」を考慮しつつ，適切な抑制を図る必要があり，その判断のた

めに，その時々の状況を反映させるという合理性があるというべきであ

る。」 

⒂ 原判決４６頁８行目の末尾の後に改行の上，次のとおり加える。 

  「⑷ 控訴人は，視覚障害者のあはき関係業務就業者数は減少しており，視覚

障害者が運搬・清掃，事務的職業，サービス業等のあはき師以外の職業に

就くことが増えており，視覚障害者数及び視覚特別支援学校の生徒数も減

少し，あはき業に就く卒業生も減少していることに加え，あはき業よりも

主として障害年金で生活を支えていると解される高齢の視覚障害者が増

加し，視覚障害者の収入も生活保護による生活費扶助よりも高額であり，

現在の視覚障害者の収入の状況は生計の維持が著しく困難となる状況で

はなく，かつ副業収入や年金等の収入があることなどの事情が認められる

ことから，あはき師法附則１９条１項は，その目的の正当性，必要性及び

合理性を失っているなどと主張する。 

     しかし，現在においても，特に重度の視覚障害者を中心に，あはき業に

対する依存度は依然として高く，かつ，生計の維持が著しく困難な状況が

現在においても継続しているというべきであることは，上記に説示したと

おりであるから，控訴人の上記主張を採用することはできない。」 

  ⒃ 原判決４６頁９行目の「⑷ 」を「⑸ その他控訴人が主張する内容も含
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めて」と改める。 

第４ 結論 

  よって，原判決は相当であり，本件控訴は理由がないから，これを棄却する

こととし，主文のとおり判決する。 

    東京高等裁判所第１９民事部 
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